
平成３０年度（平成２９年度事業分）周南市事務事業評価シート

評価者
（課長）

【事業概要】　Ｐｌan

分野

【実施内容】　Ｄｏ

単位 年度

目標値

実績値

達成度（％）

単位

千円

(予算額) 千円

千円

(決算額) 千円

千円

人

千円

【評価】　Ｃheck
□ 妥当性 □ 有効性 ■ 効率性

 Ａ　目標を達成した（計画どおりに事業を進めた）

 Ｂ　概ね目標を達成した（実施方法等の見直しが必要）

 Ｃ　目標を下回る（大幅な見直しが必要）

 Ｄ　目標を大きく下回る（抜本的な見直し、廃止の検討）

【改善】　Ａction

【事務事業を構成する細事業（Ｈ２９年度事業分）】

正職員 臨時等

① 0.15 0.00

②

公平委員会費
1,711

否

定例会、職員団体の登録申請の受理等
を行った。

地方公務員法に設置が義務付
けられている公平委員会の事
務を行う。

Ｎｏ．

課
題
・
問
題
・
評
価
等

公平委員会を設置している県内各市において、県内市町によ
る事務の共同処理等が検討されているが、事務費負担金の問
題や事案が発生した場合の事務処理の方法等、十分な検討が
必要。

Ａ

達成度と
結びつか
ない場合
の理由

人工数
外部委託の可否

直接事業費

0.15

評価

決) 2,821

0.15

うち一財

正職員人件費

平成31年度当初予算等での改善結果（平成31年度当初予算への反映など）

公平委員会定例会、審査請求事案発生時など適切な委員会運営ができるための予算とした。

備考

事業開始
からの
推移

地方自治法及び地方公務員法に基づき設置。H17年度から勤
務条件に関する措置要求や不利益処分に関する審査請求の
事案以外に職員の苦情相談に関する事務が加わっている。
H28年度からは再就職者による依頼等の届出に関する事務が
加わった。

課題・
問題点

コスト（千円）
細事業の実施内容細事業の目標細事業名

事務事業
の方向性

評価
責任者
コメント

　公平委員会は、法に基づき、今後も職員の利益保護のため
中立的かつ専門的な機関として業務を遂行していく必要があ
り、そのための方策を講じていくことが大切である。

0.15

井上　道隆

事
業
費

900306 9行政経営

基本施策

決) 2,816

1,722 1,711

対31年度増減理由

1,737

1,737

1,105

1,711

(6)財政運営の透明性の確保

第2次まちづくり
総合計画・前期
基本計画におけ

る位置づけ

12.0

30年度

12.0 12.0

事務事業コード 18505 事務事業名

100.0% 100.0%

事
業
目
標

推進施策

施策コード

公平委員会費

3持続可能な財政運営

1,722

28年度 29年度

1,731 1,714

28年度 29年度

12.0

事業の目的
（対象）

31年度（予算）

○定例会の開催（毎月）
○職員団体の登録申請の受理
○職員の勤務条件に関する措置の要求に対する審査又は判定
○職員に対する不利益処分に関する審査請求に対する裁決又は決定
○職員からの苦情相談の処理

指標名 指標説明

公平委員会の開催 定例会等の会議の開催

事業の目的
（意図）

地方自治法及び地方公務員法に基づき、職員の勤務条件に関する措置
の要求に対する審査又は判定、職員に対する不利益処分に関する審査
請求に対する裁決又は決定、職員からの苦情相談の処理、職員団体の
登録に関すること等、公平委員会の業務を行う。

企業職員、特別職等を除く職員

項目

直接事業費

うち一財

1,731 1,714

12.0

32年度（見込）

対30年度増減理由

担当部・課名 公平委員会事務局 末次　哲也
評価責任者

（部長）

事業の内容
(手段）

回

1,099

1,737

30年度（予算）

人工数

支出コスト

事業の分類

補助・単独の別

会計名

（経常的事務事業）

単独

01一般会計

1,737

1,737

1,737

　公平委員会は、地方自治法及び地方公務員法に基づき、職
員の利益保護のための中立的かつ専門的機関であり、今後も
そのための業務を継続して遂行していく必要がある。


